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業の 101 社に加えて富士通ビー・エス・シー，オービックと IT ホールディ
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ングスほか 104 社を対象とした。なお，これらの企業リストは，付表 1 にま
とめた。2）
IT サービス産業は，建設業と同様，ピラミッド構造になっている。そこ
では，主にビッグ 5 と呼ばれる富士通，日本 IBM，日立製作所，NEC と
NTT データがピラミッドの一番上の階層（プライマリー層）に位置し，こ
れらの企業が大型プロジェクトを受注する。それらのプロジェクトが分解さ



























年まで 4 年間の産業の集中度の推移を表 1 に示した。本研究で用いたデータ
における上位 50 社のマーケットシェアの二乗を加えて得られる産業集中度
を示すハーフィンダル指数（Herfindahl index: HI）は，595 から 610 程度で
推移している。HI 指数が 1，000 以下の業界は，かなりの競争状態にある（Paul 
Belleflamme and Martin Peittz, 2010, p.35）といえる。また，上位 4 社のマー
ケットシェアの和で得られる 4 社集中度（CR4）でみても 37 から 38 で推移











表 1．情報処理サービス産業の産業集中度（2006 年～2009 年）

















フィンダル指数］ 595.14 605.45 609.83 609.93
CR4［上位 4 社マーケット
シェア］ 38.12 37.96 37.81 38.03
【注】（　　）内の数字は，標準偏差値（SD）を表わす。50 社の『有価証券報告書』（2006 年
度から 2009 年度）を基に筆者が SPSS Ver.16 を用いて簡単な統計処理を行った。



















表 2 にこれら 4 つの分類による 3 年間の平均で見た基本的データを示した
ので，それぞれの企業タイプの特徴をみてみよう。まず，従業員数でみた企
業規模は，メーカー系システム企業の 3,548 人が一番大きく，ユーザー系シ






















表 2．基本データ（2007 年～2009 年）
平均値（2007 年～ 2009 年）













































































































































表 4 には，2007 年から 2009 年までの従業員の年収のベスト上位 20 社の
ランキングを示す。2007 年から 2009 年までの 3 年間で野村総合研究所が 1





表 3　主要経営指標　（2007 年から 2009 年）
平均値（2007 年～ 2009 年）






















































サンプル数 17* ～ 18 10 6 66－～ 69 102* ～ 103
【注】（　　）内の数字は，標準偏差値（SD）を表わす。
104 社の『有価証券報告書（2007 年度から 2009 年度）』を基に筆者が SPSS, 
ver.16 を用いて簡単な統計処理を行った。
—  8  —
サブプライムローン問題発生以降の情報処理サービス産業の従業員の年収の決定要因について（多部田）
表 4．情報処理サービス産業における年収ランキング ベスト 20
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例えば，1 位の野村総合研究所の年収は 37 歳における年収であるのに対





表 5 には，2007 年から 2009 年の従業員の年収と役員報酬についての値を
示した。従業員の年収については，サブプライムローン問題の発生した
2007 年の年収が 613 万円（35.4 歳），2008 年の年収が 616 万円（35.6 歳），
2009 年の 612 万円（36 歳）と推移している。年収が，2007 年のサブプライ
ムローン問題発生から 2008 年に多少改善されたものの 2009 年にはサブプラ
イムローン発生時の年収より低いものとなっており，依然厳しい状況が続い
ていることが分かる。その一方で，役員の年収は 2007 年の 1,833 万円から




図 1. 従業員の年収と年齢の関係（2009 年）





Correlation Cefficients）をみると 2007 年を除き，2008 年，2009 年の相関係









表 5．従業員の年収と役員報酬（2007 年～2009 年）
2009 年


































サンプル数（N） 18 10 6 69# ～ 70 103# ～ 104
2008 年


































サンプル数（N） 18 9 ＄～ 10 6 69 102 ＄～ 103
2007 年


































サンプル数（N） 14 ～ 15++ 10+ ～ 11 6 68－～ 71 101 ～ 103
【注】（　　）内の数字は，標準偏差値（SD）を表わす。役員報酬については，『有価証券報告書』にある取締役に
支払った総額を役員数で割った一人当たり平均役員報酬の金額をここに記載した。

















の間の相関係数（Pearson's Correlation Coefficients）をみると 2007 年，
2008 年，2009 年の相関係数は，それぞれ 0.240，0.229，0.229 で正の相関が
みられ，有意水準 0.05 で統計的に有意であった。更に，物価調整を行った 3
年間の従業員の平均年収と 3 年間の平均組合加入率との間の相関係数も
表 6．労働組合加入率
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101 社に加えて富士通ビー・エス・シー，オービックと IT ホールディング
スほか 104 社を対象とした。対象となる期間で 2008 年にインテックホール
ディングスと TIS が 2008 年 4 月 1 日に合併し，IT ホールディングスとなっ
たため，2008 年までの分析では，これら 2 社を別々の企業として取り扱った。








テム企業（ベンダー）の 4 つに分類するにあたり，佐藤（2008 年），克元（2007
年），新井（2007 年），新井（2008 年），岩田（2005 年）および那野（2009 年）
の文献を参考にして，大まかな分類を行った後，再度，個別企業のホームペー
ジあるいは『有価証券報告書』の企業の沿革を精読し，筆者が 4 つの分類に
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①　年齢の増加とともに年収は増加する（仮説 1）：a2 ＞ 0
通常，年功賃金によるもの，あるいは習熟度は年齢とともに高まるので，
年齢が高くなるにつれて高くなることを意味する。























年収よりも高い（仮説 6）：a7 ＞ 0
労働組合の目的の一つとして，雇用の安定や福利厚生面での向上に加え




















を用いて，2007 年から 2009 年までの単年度ごとに回帰分析を実行した。そ
の計測結果を表 7 に示した。
まず，F 値から有意水準 0.01 で帰無仮説 H0:a2＝a3＝a4＝a5＝0 であること
は棄却されるので，少なくとも 1 つの係数はゼロでないことが分かる。修正














物価調整をして 3 年間の平均値を用いて回帰分析結果を表 8 に示した。こ
こでは，（1）式から（4）式においての説明変数の企業規模に売上高，利潤率に
売上高経常利益率をそれぞれ用いた結果である。単年度のデータを用いた場
合と比べて，修正 R2 値が 0.578～0.598 と 0.1 程度改善されている。また，
全体的に個々の係数の統計的有意性が増している。なお，（1）式から（4）式の
説明変数の企業規模に売上高の代わりに従業員数，利潤率に総資本経常利益
率を用いた結果を付表 2 に示した。それぞれの係数，a2～a8 についての符号
については表 7 と整合性のある結果が得られた。





































修正 R2 0.461 0.494 0.473
F 値 25.373** 25.874** 22.959**
サンプルサイズ N 100 102 98
【注】（　　）内の数字は，それぞれ t 値を示す。従って，＊は，有意水準 0.05 で統計
的に有意である。＊＊は，有意水準 0.01 で統計的に有意である。
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（1）式から（4）式の推定結果を全体的にみてみよう。（1），（2）式の F 値か
ら有意水準 0.01 で帰無仮説 H0:a2＝a3＝a4＝a5＝a6＝a7＝0 であることは棄却
されるので，少なくとも 1 つの係数はゼロでないことが分かる。同様に，（3），
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式では有意水準 0.05 で統計的に有意になるのに対して，（4）式では有意水準




業員の年収は（3）式では 16,000 円，（4）式では 21,000 円上がることが分かる。
言い換えれば，役員の報酬に対する年収の分配率は 1.6％～2.1％程度である。
表 8．物価調整をした 3 年間の平均値を用いた場合の回帰分析結果
各独立変数に 3 年間の平均値を用いた







































































―――― ―――― 0.021* （2.461）
0.016 
（1.720）
修正 R2 0.578 0.595 0.595 0.598
F 値 23.363** 23.810** 21.329** 20.549**
サンプルサイズ N 98 93 97 92
【注】（　　）内の数字は，それぞれ t 値を示す。従って，＊は，有意水準 0.05 で統計
的に有意である。＊＊は，有意水準 0.01 で統計的に有意である。












が 1 歳上がるごとに年収が 143,138 円（月にして 11,928 円）上がること，企
業の売上高が百万円上がるごとに年収が 3 円上がること，売上高経常利益率





この計測結果を踏まえて，第 2-2 節でも述べたように，例えば，1 位の野
村総合研究所の 37 歳における年収と 2 位の SRA ホールディングスの 49 歳
における年収を直接比較する場合，12 歳の年齢の開きを考慮しなくてはな
らない。他の条件が変わらなければ，（1）式の年齢の変数に 12 を代入して，
約 1,710,800 円（計測された年齢の係数（a2）の 143,138（円）に 12 年をかけ
た値）を得る。野村総合研究所の 37 歳の年収 1100.7 万円に 171.8 万円を加
えた値，1289.5 万円が，49 歳における野村総合研究所の年収となる。49 歳
で SRA ホールディングスの 9,720,200 円であることを考えれば，1 位の野村
総合研究所と 2 位の SRA ホールディングの年収の差がさらに開くことにな
る。
では，（1）式を用いて予想年収を推定するにはどうしたら良いだろうか。




















業員 50 名以上の企業で乖離金額の大きい企業から順に上位 20 社を示した。
また，予想年収からの乖離率（%）の大きい企業から順に上位 20 社を示した。
統計上金払いの良い企業上位 20 社のランキング第 2-2 節の表 4 の上位 20 社




しない年収のランキングでは，30 位台から 40 位台にリストされた企業群で
あり，これらの企業は，統計上年収に関して金払いの良い企業（金銭的にみ
れば，就職してお得な企業）の可能性がある。このように，回帰分析結果で








































9 ウルシステムズ（16） （7304,6199） 1105 オービック（29） 18.7




12 メビックス（42） （6357,5379） 978 ソフトクリエイト（48） 15.1






15 JIEC（36） （6618,5820） 798
ビジネスブレイン（37）
太田昭和 14.3
16 ソフトクリエイト（48） （6012,5225） 787 JIEC（36） 13.7
17 イー・シー・ワン（58） （5695,4949） 746 EM システムズ（73） 13.6
18 EM システムズ（73） （5220,4594） 626 テトマトリックス（20） 13.1

















































員の年収も高い」（仮説 7）は，有意水準 0.05（一部，有意水準 0.01）でも
統計的に有意となり，仮説が正しいとされた。特に，年収の決定要因では，
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作成したランキング（表 3 を参照のこと）とは趣の異なる年収ランキング（表




りの企業は，加工しない年収のランキングにおいて 30 位から 40 位台にリス
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付表 1．情報処理サービス産業の企業リスト








IT ホールディングス インフォコム デュオシステムズ 大和コンピュータ

















































アイティーフォー システム・デザイン 旭情報サービス 富士ソフト


































































































修正 R2 0.538 0.500 0.575 0.541
F 値 20.051** 16.474** 19.728** 16.472**
サンプルサイズ N 98 93 97 92


















 5） 岩田昭男（2005，p.26）では，外資系システム企業を除く 3 つの分類もあるが，
克元亮（2007）や荒井進（2007）らの書籍では，4 つに分類しているものが多い。
ここでは，4 つの分類（ユーザー系，メーカー系，独立系，外資系）を用いた。
 6） 企業レベルでの問題点や IT 業界の問題については，田中（2008）や佐藤（2008）
を参照されたい。 






 9） この手の手法は，古くは，交通経済学の実証研究における Theodore Keeler （1973）
でも行われている。
10） 各年度のデータを 1 つにまとめて，全体のデータからの回帰分析とそれぞれの年
度の回帰分析を行ったあと Chow Test（Wooldridge, 2009, pp.449-450）を行った
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